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別紙３                                                   
厚生労働行政推進調査事業費補助金（腎疾患政策研究事業） 

総括研究報告書 
 

腎疾患対策検討会報告書に基づく対策の進捗管理および新たな対策の提言に資するエビデンス構築 
 研究代表者 柏原直樹 川崎医科大学 教授 

 
研究要旨 
本研究は、腎疾患対策検討会での検討に基づき、全国各地の腎疾患対策を評価・分析し、PDCAサイクル
を回し、継続的に腎疾患対策を実施する体制を構築することを目的とする。これにより１）腎機能異常
の重症化を防止し、慢性腎不全による透析導入への進行を阻止し新規透析導入患者を減少させ、２）さ
らに、CKDに伴う循環器系疾患（脳血管疾患、心筋梗塞等）の発症を抑制しうる体制を構築することを
めざす。8つの分科会・working groupを構築し、腎機能異常の重症化を防止し、慢性腎不全による透析導
入への進行を阻止し新規透析導入患者を減少させ、さらに、CKDに伴う循環器系疾患（脳血管疾患、心
筋梗塞等）の発症を抑制しうる体制を構築することを目指す。 
研究分担者  
岡田浩一 埼玉医科大学 教授 
守山敏樹 大阪大学 教授 
南学正臣 東京大学 教授 
山縣邦弘 筑波大学 教授 
要 伸也 杏林大学 教授 
伊藤孝史 島根大学 准教授 
旭 浩一 岩手医科大学 教授 
向山政志 熊本大学 教授 
内田治仁 岡山大学 教授 
服部元史 東京女子医科大学 教授 
福井 亮 東京慈恵会医科大学 助教 
丸山彰一 名古屋大学 教授 
猪阪善隆 大阪大学 教授 
花房規男 東京女子医科大学 准教授 
石倉健司 北里大学 教授 
中島直樹 九州大学 教授 
神田英一郎 川崎医科大学 特任教授 
 
Ａ．研究目的 
腎疾患対策の更なる推進のため、平成 29 年 12

月より、厚生労働省健康局において「腎疾患対策
検討会」が開催され検討が重ねられた。30 年 7月
「腎疾患対策検討会報告書～腎疾患対策の更なる
推進を目指して～」が、全国自治体、関係団体に
広く発出された。 

 
同報告書には「慢性腎臓病（CKD）を早期に発

見･診断し、良質で適切な治療を早期から実施・継
続することにより、CKD重症化予防を徹底すると
ともに、CKD 患者（透析患者及 び腎移植患者を
含む）の QOLの維持向上を図る」ことを目標とし
て、「普及啓発」、「地域に おける医療提供体制の
整備」、「診療水準の向上」、「人材育成」、「研究開
発の推進」という ５本柱ごとに今後実施すべき取
組等が整理された。また、2028 年までに、年間新
規透析導入 患者数を 35,000 人以下に減少させる
という成果目標（KPI）も設定された。 
本研究では、同報告書に基づき、CKD対策の進捗
管理、社会実装への展開を行う。全国各地の腎疾患
対策を評価・分析し、PDCAサイクルを回し、継続
的に腎疾患対策を実施する体制を構築することを
目的とする。これにより１）CKD重症化を防止し、
慢性腎不全による透析導入への進行を阻止し新規
透析導入患者を減少させ、２）さらに、CKD患者
（透析患者及び腎移植患者を含む）のQOLの維持
向上を図る体制を構築する。 
 
Ｂ．研究方法   
1) 普及、啓発 〇伊藤、内田、山縣、猪阪 
⑴各都道府県のCKD対策責任者の選定と地方公共
団体と連携した普及啓発活動の推進  
 日本腎臓病協会の慢性腎臓病対策部会（J-CKDI）



2 
 

と連携し、全国を12ブロックに分けブロック代表を、
さらに各都道府県に代表をおいた。各県担当者を中
心に、普及啓発の活動の実態と地方公共団体との連
携について把握し、その効果を評価する。 
⑵普及啓発資材の開発 
 対象者（医療関係者、行政担当者、患者・家族）
に応じた、コロナ禍の中でも使用できる適切な資材
を作成し、必要に応じて配布する。 
⑶好事例の共有 
 都市部と地方では活用可能な医療資源が異なる
ため、大都市・小都市、地方での好事例を把握し、
構造化して横展開を促進する。 
⑷地域における普及啓発活動の評価 
 地域ごとの普及啓発活動（市民公開講座など）の
実施数、認知度の評価を都道府県、市町村レベルで
実施する。 
 
2) 診療連携体制構築、3) 診療水準の向上 
〇岡田、丸山、向山、福井、旭、中島、神田 
(1)全国の診療連携体制構築、紹介基準を活用した紹
介・逆紹介の実態、診療ガイドラインが推奨する標
準治療の普及状況を評価する。方法としては、以下
の１～３を実施する。 
１． 日本腎臓病協会CKD対策部会が各都道府
県に設置した責任者への管轄地域における実態を、
アンケートを用いて調査する。 
２． 紹介・逆紹介の状況、その内の紹介基準の
適合度、標準治療の普及に関して、積極的なCKD
診療連携体制の構築に取り組んでいる地域で、腎臓
専門医が比較的充足している地域と不足している
地域より定点観測施設を設定し、モニタリングを行
う。モニタリングの結果に応じて、推奨できる取り
組みから診療連携プログラムを構築する。 
３． 日本腎臓学会が有するデータベース
J-CKD-DB （ 2014 年単年度横断データ）、
J-CKD-DBEx（2014~2018年縦断データ）および
J-CKD-DBNx（前向き縦断データ）を用いて、標
準治療の普及状態の推移を調査する。 
(2)ブロック単位での連携構築会議の開催 
全国 12 か所あるブロックのうち、令和 2年度は

開催可能であった 4ブロック（北北海道ブロック、
南北海道ブロック、中国ブロック、九州・沖縄ブ

ロック）においてブロック会議を行った。厚労省
保健局から 2名の参加を得た。 
新型コロナウイルス拡大により、開催ができな

かった地域については、CKD 対策の代表者が中心
となり、Web による座談会、代表者間会議等によ
り、意見交換、情報共有が行われた。 
 
4) 人材育成 〇要 
腎臓病療養指導士の制度完備を行い、同時に、第

4回目の資格認定に向けた準備を進める。さらなる
普及に向け、資格取得者が活躍できる場を提供する。
普及・評価のため、全国のチーム医療によるCKD
教育の実態調査を行った。 
 
5) 研究開発・国際比較 〇南学 
 海外のCKD研究および医療の実態解析を行い、
本邦における実態と比較するため、学会参加による
情報収集と、個別のコンサルテーションによる情報
収集を行った。 
 
6) トランジション・移行期医療 〇服部、石倉 
分担研究者の服部元史と石倉健司（北里大学医学

部小児科学）ならびに研究協力者の神田祥一郎（東
京大学医学部小児科）、寺野千香子（東京都立小児
総合医療センター腎臓内科）、長岡由修（札幌医科
大学医学部小児科学講座）、三浦健一郎（東京女子
医科大学腎臓小児科）、柳原 剛（日本医科大学小
児科）で、「移行期医療支援ツール」の企画・内容
を検討し、分担・協力して執筆した。 

 
7) 高齢者CKD診療のあり方 ○守山 

2020年11月開催された米国腎臓学会にリモート
で参加し、関連したセッションに参加し情報収集に
つとめ、さらに文献検索にて、当該セッションの議
論につき理解を深めた。これらの知見を基に、啓発
に資する総説論文を作成した。 

 
8) CKD患者（透析患者及び腎移植患者を含む）の
QOLの維持向上を図る体制の構築 ○花房 
昨年度同様に，PubMedをベースにCKD，ESRD，

移植においてQOLと関連する論文を検索した．シ
ステマティックレビューを行い，その結果につい
て，メタ解析を行う．なお，データベースを利用
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した検討であり，倫理的配慮の必要はない。 
 
（倫理面への配慮） 
すべての研究者は「ヘルシンキ宣言（2013年10月
改正）」, 「個人情報に関する法律（2015年9月改
正）」、「医療・介護関係事業者における個人情報
の適切な取扱いのためのガイドライン（2010年9月
改正）」、「人を対象とする医学系研究に関する倫
理指針(平成27年4月1日施行)」、「改正GCP省令
（2016年1月改正）」、「医療情報システムの安全
管理に関するガイドライン第5版（2017年5月改
正）」を厳格に遵守する。個人情報保護法に基づき、
被験者の秘密保護に十分配慮する。 
 
Ｃ．研究結果  
１）普及、啓発 
（1）各都道府県のCKD対策責任者の選定と地方公
共団体と連携した普及啓発活動の推進 
全国を 12 に分けたブロックの代表、都道府県代

表の改訂を行ったが、それぞれの業務量が多く、
情報の共有が難しいこともあり、令和 3 年度に向
けて、都道府県には、代表のみならず、地区幹事
を配置した。 
 地方公共団体と連携した普及啓発活動として、
ロールアップバナーと懸垂幕の掲出および普及啓
発資材の開発で作成した CKD 啓発動画（次頁にて
記述）の上映を行った。 

 

（2）普及啓発資材の開発  
北関東ブロック代表者（茨城：山縣邦弘、栃木：
長田太助、群馬：廣村桂樹、山梨：原口和貴、長
野：上條祐司）では、CKD 診療ガイドラインや
CKD 診療ガイドを基に作成した CKD 患者向け資
料（FROM-J 通信）を再構成し、研究協力者間に
おいて内容の確認、修正を行い、昨年度と同様に、
広報誌 BEANSの別冊として小冊子を作成し、各県
の主要施設に配布した。コメディカル等の重症化
予防のため指導方法の統一化と同時に患者並びに
患者家族への CKD の普及啓発を行った。イラスト
を交え、コンパクト且つ手軽に読める冊子として
構成した。これらの主要施設に配布し、コメディ
カルとの情報共有、患者への配布を行った。 

 

  
また、COVID-19 の流行前には、従来型の一般

向け市民公開講座・健康教室などでの CKD普及啓
発や糖尿病性腎症重症化予防講習会も行えていた
が、開催がオンラインへと切り替わることが増え
てきた今、新しい形で活用可能な資材開発をいく
つか行った。 
＜デジタルスライド＞ 
〇医療従事者向け 
講演会で活用できる資材として、各種データを

最新版に更新したスライドを brush up し、完成さ
せた。従来型の公開講座に加え、オンライン講演
会でも使用できる媒体である。 
〇一般市民向け 
講演会で活用できる資材として、講演用スライ

ドの素案を完成させた。また普及啓発用動画の開
発を手掛けた。従来型の公開講座に加え、オンラ
イン講演会でも使用できる媒体である。 
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 ＜ダウンロード可能 CKD 普及啓発用動画＞ 
 様々なカテゴリーのデジタルサイネージに動画
として放映できるように、合計 3種類の動画を作
成した。来院者向け注意喚起動画「尿検査」2min、
来院者向け注意喚起動画「血液検査」2min、CKD
啓発動画 30sec、これらは研究班ホームページから
無料で自由に download できるようになっている。 
https://pmne-kd.jp/index.html 

 

 
◎動画の活用例 
 研究班主導の活用例としては、都内地下鉄のデ
ジタルサイネージでの放映、都内の薬局 103 店舗
での放映、都内タクシー1000 台での放映など、多
くの一般市民が目にする場での公開をした。 
また、日本腎臓学会、日本腎臓病協会のメーリ

ングリストでの動画の案内、口コミによる紹介に
より、全国各地で動画を使用いただけるようにな
った。動画の使用にあたり、使用者より活用場所・
方法などの情報提供をいただいたところ、下記の
ような活用例がみえてきた。 
・外来診療での待合室での放映 
・入院患者、健康教室等、教育目的での使用 

・市庁舎の待合室での一般市民を対象とした使用 
・健診受診者の待合室での使用 
・スマホで画面を提示しながらの健康指導 
・各施設の YouTubeへのアップ、QRコード配布
など 

 
さらに、使用者（市の保健師の方など）から域

内の医療機関への配布、Webを活用した拡散など
が容易であり、視聴者が限定されることなく、幅
広く使用できる啓発資材となっている。 
 
（3）好事例の共有 
 各ブロックにおいて会議や、定例の進捗報告会な
どを実施し、情報共有を行った。COVID-19の影響
により対面での会議や講演会は、開催がしづらい状
況ではあるが、Webの活用により、オンライン形式
や、対面とオンラインを併せたハイブリッド形式で
の開催など、新しい方法による開催も実施されつつ
ある。今後の課題が生まれるとともに、新たな可能
性を広げる機会となっている。 
 
（4）地域における普及啓発活動の評価 
①普及啓発活動の実態 
 令和元年度に日本腎臓病協会に後援依頼のあっ
た活動は 172 件であったが、そのうち 40件は新型
コロナウイルス感染拡大で中止になった。令和 2
年度は 53件と昨年の件に比べてかなり減少してい
たが、感染対策をしっかり行って対面式の市民公
開講座を行った地域もあった。 
②アンケート調査 
 2020 年 4月 1 日から 6月 30 日で、都道府県代
表にアンケートを行なった（表）。回収率は 40/47
都道府県であった。普及啓発活動はその数が不明
のところから 110 件、市民公開講座数も不明のと
ころから 25 件とばらつきがあった。普及啓発活動
に参加したと答えた都道府県は 17 県、患者会が参
加したと答えたのは 18 県であった。CKD認知度

https://pmne-kd.jp/index.html


5 
 

のアンケートを実施したのは 21 県であった。 
 CKDの認知度向上、普及啓発を進める上での課
題としては、資金不足が 30 県、有効な媒体・資材
がない、が 17 県であった。 
 
２）診療連携体制構築  ３）診療水準の向上 
(1)全国の診療連携体制構築、紹介基準を活用した紹
介・逆紹介の実態、診療ガイドラインが推奨する標
準治療の普及状況評価 
1.  CKD対策部会都道府県責任者へのアンケート
結果 
診療連携体制に関して、以下のような実態が明ら
かとなった。 
・学会認定以外の腎臓専門医療機関数が少ない。 
・会議体は多くの県で設定されている。 
・診療連携制度も 6 割程度で実施されている。 
・診療連携制度に参加しているかかりつけ医数、
専門医療機関、紹介数/逆紹介数、紹介施設数/
逆紹介施設数の把握は非常に困難である。 

・都道府県代表の施設以外の把握は困難である。 
・紹介/逆紹介は行っているが、連携体制をとって
は行っていない。 

・医師会、行政との関係性は概ね良好と思われる。 
・薬剤師会と連携し、CKDシールを普及している。 
・患者会との連携は、ほとんどが腎友会対象であ
る。 

・北海道では PKDFCJと連携している。 
・いばらき腎臓財団役員として患者会代表者が参
画している。 

・かかりつけ医との連携体制として、CKD 手帳に
よる持続的連携手帳で双方向の連携体制を構築
している。 

 
2. 定点観測施設の設定 
上記アンケート結果および腎臓専門医の充足の程
度より、以前からの取り組みにより病診連携体制
がある程度構築され、かつ腎臓専門医が比較的充
足している地域として岡山と熊本を、また新たな
取り組みとして連携体制を構築中で、かつ腎臓専
門医が不足している地域として、旭川と千葉を選
定した。今後、モニタリングを行う。 

3. データベース解析 
本年度は腎性貧血に関する標準治療の普及につい
て、検討を行った。J-CKD-DB に収納された 2014
年度の CKD患者 35,508 人のデータを用いて、腎
性貧血の管理レベルを検討した。その結果、
CKDG4＋5 の患者において Hb値が 13 から 11に
管理されていたのは、全体の 51．7%に過ぎず、そ
の内、特に 75 歳以上の高齢者では 40%前後、女性
では 44％であった。 
 
(2)ブロック単位での連携構築会議の開催 
全国 12 か所あるブロックのうち、令和 2年度は

北北海道ブロック、南北海道ブロック、中国ブロ
ック、九州・沖縄ブロックにおいて行政担当者を
交えたブロック会議を行った。新型コロナウイル
ス拡大により、開催ができなかった地域について
は、CKD 対策の代表者が中心となり、Web による
座談会、代表者間会議等により、意見交換、情報
共有が行われた。 
働く世代へのCKD啓発のアプローチの仕方、受

診勧奨の進め方、啓発資材の掲示場所の提案など、
積極的な情報共有、意見交換が行われるなか以下の
ような意見が出された。 
・市町村行政と医療機関の連携が非常に重要だと
ういうことを改めて実感した。多職種で連携し、
好事例の共有、横展開を広げて、CKD 対策をよ
り一層強化していきたい。 

・昨年 10 月に国の循環器病対策推進基本計画が策
定されたが、循環器病対策と腎臓病対策とでは、
その取組の内容として重複する部分も多いので、
是非連携をとって進めていただきたい。 

・次回は CKD 対策が進んでいない行政にも参加い
ただき、対策を広げていきたい。 

・各地域のCKD対策の現状を知り、課題が浮き彫
りになった。県によって行政との連携にかなり差
があることが分かった。 

 

 COVID-19 の影響により、ブロック会議が開催
できなかった地区においては、各県代表者間によ
る会議を開催し、意見交換、情報共有を行った。 
また行政と協同して、学会で腎臓病療養指導士
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との連携に関する講演を行ったり、行政担当者を交
えた CKD座談会を開催したりするなど、診療連携
体制構築に寄与する活動を行った。 
 
４）人材育成 
新型コロナウイルス感染拡大のため、認定のため

の講習会をビデオ講習とした。また、施設研修の代
替として、症例研修e-learningを整備し、本年度か
ら利用可能とした。その結果、第4回認定試験に446
名の応募があり、受験者211名中209名を合格とし
た。第3回目までの1,456名と合せて合計1,665名と
なった。昨年度、腎臓病療養指導士の名簿を公開し
たのに続き、地域での療養士活動に資するため
e-mailアドレス名簿を作成し、個人情報配慮しつつ、
希望のあった地域代表に提供した。 

 
５）研究開発・国際比較 
各国が CKD の対策に苦慮しており、重要課題

と位置付けられている。様々な臨床研究の比較のた
め、エンドポイントの統一が必要とされ、国際腎臓
学会の呼びかけによる会合で合意形成がなされた。
また、腎臓病の病態生理が複雑であることと、臨床
試験におけるエンドポイントの問題と患者のリク
ルートの難しさが、新規治療法の開発を遅らせてい
ると考えられた。 

 
６）トランジション・移行期医療 
「移行期医療支援ツール」の章立ては、第 1 章：

腎臓の位置、形と大きさ、構造、働き、第 2 章：
尿、第 3 章：腎臓の病気、第 4 章：腎臓の検査、
第 5章：治療、第 6章：生活とした。Q&A 形式と
し、図、写真、イラストを多用して分かり易い記
述を心がけた。さらに、豆知識、サイエンスの窓
といった囲み記事を取り入れて、興味を持って読
んでもらえるように工夫した。現在、プルーフの
校正段階まできており、2021 年夏ごろまでには公
表できる予定である。 
 

７）高齢者CKD診療のあり方 
腎代替療法選択に際しての意思決定に重要なイ

ンフォームド・コンセントが欧米と比較して、不十
分であることが明らかとなった。特に保存的腎臓療

法(conservative kidney management:CKM)の概念
は腎臓内科領域で未だ認知は十分とは言えない。今
後、本事業等を通じて、CKMに関する啓発に取り
組み、わが国における高齢者CKD患者診療におい
て選択肢の一つとして定着することが腎臓病診療
における重要課題である。 

 
８）CKD患者（透析患者及び腎移植患者を含む）の
QOLの維持向上を図る体制の構築 

Clinical Study，meta-analysis で制限をかけたと
ころ，1,080文献が検索された．タイトルおよびア
ブストラクトからスクリーニング・定性的なメタ
解析を行っている．定性的なメタ解析では，介入
としては，運動療法，身体機能，栄養，貧血，抑
うつ，患者教育などが，また治療法では，腹膜透
析，腎移植が QOL と関連する因子として抽出され
ている． 
 
Ｄ．考察 
 新型コロナウイルス感染症の拡大により、多くの
普及・啓発活動が全国的に中止せざるを得ない状況
となった。このような環境の中、コロナ禍でも活用
可能な普及啓発資材の開発や、IT技術を活用したリ
モート講演会、また人材育成の面でもe-learinigを
用いた講習など、多くの活動が新たな形態に変化し
つつある。CKD対策の全体目標達成のためには活
動の規模を縮小させることなく、活動形態を柔軟に
変化させながら継続的に行うことが重要であると
考える。コロナ禍におけるより有効な普及啓発活動
のあり方が、今後の課題であるといえよう。 
 また、このような状況においても各地域の腎疾患
診療実態、医療連携の実態調査により、その現状が
明らかとなってきている。診療連携体制構築、診療
水準向上は、CKDを早期に発見し重症化を予防す
る観点から、非常に重要な柱となる。紹介基準の活
用やクリニカルパスの運用など、改善していかなけ
ればならない点は、今後も継続的なモニタリングが
不可欠である。全国的に普及啓発資材が整備されつ
つあり、普及啓発活動の基盤も強化されている。腎
臓学会、腎臓病協会等と連携して、これまで以上
に強力にCKD対策を推進させていく必要がある。 
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Ｅ．結論 
腎疾患対策検討会報告書で設定された全体目標

を達成するため、コロナ禍でも有効は新たな活動形
態を確立させる必要があり、適切な進捗管理を行い
ながら、PDCAサイクルを回し、腎臓学会、腎臓病
協会等と連携してオールジャパン体制で取り組む
必要がある。 
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